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第 1 章 	
 はじめに  
 

1 .1	
 地殻変動と時間スケールとの関係  

	
 地殻変動とは，一般的にある時間（Δt）の地殻の変形量として表される．そのため，

Δt が小さくなればなるほど微分的な変形，Δt が大きくなればなるほど積分的な変形を

表している．また同様のテクトニクスが継続している期間内であれば，Δt が十分大き

い場合には，得られた変形は永久変形として扱うことができる．図 1-1 に示すように，

地球科学の諸分野により研究対象とする時間スケールが異なる．地震学・測地学が対象

とする時間スケール（<102年）では，地震による短時間の変形や地震前後の微小な変形

など個々の現象を高精度で明らかにすることができる．一方，地形学・地質学が対象と

する時間スケール（103-106年）は，地殻変動に寄与する諸現象（地震による変形，アイ

ソスタティックな変形など）の時間スケールよりも長い．そのため，地形や地質に基づ

き明らかにすることができる 105-106 年といった長期間の変形は，個々の現象が十分に

累積した結果であり，このような変形は永久変形とみなすことができる．このように地

殻変動を対象とする研究手法は，微分的な地震学・測地学的手法と積分的な地形学・地

質学的手法に大別できる．  

	
 近年の地震学・測地学的な観測機器の開発や観測網の充実により，地殻変動を高精度

で面的に明らかにすることが可能になってきた．このように地震学・測地学的手法では，

技術の進歩に伴いより精度の高いデータが得られるが，観測期間中に起きた現象やこれ

から起きる現象しか対象にすることができない．一方，地形学・地質学の分野では，過

去に形成された地形や地層から地殻変動を読み取るため，現存する限られた地形や地層

からどのように地殻変動を読み取るかが重要になる．地形や地質は過去に起きた地殻変

動を様々な形（地層の変形や変動地形など）で記録しており，地形学・地質学的手法を

用いて正しく地殻変動を読み取ることができれば精度・確度ともに高いデータが得られ

る．地震学・測地学的手法と地形学・地質学的手法は，対象とする時間スケールが異な

るためお互いに相補的な関係にある．そのため両手法によって得られたデータを比較す

ることで，短期間の変形が長期間の変形へどのように寄与しているのか，長期間の変形

と短期間の変形の違いを解消する未知のイベントが存在するのか，といった問題を解く

ことができる．このように時間スケールの異なる地殻変動の情報は，日本のようなプレ

ート収束帯でのテクトニクスを理解する上で，重要な基礎的データであると考えられる． 

 

1 .2	
 研究目的  

	
 本研究では，地形学・地質学的手法に基づき長期間の地殻変動を定量化し，その分布

1



図 1-1．地殻変動の時間スケールと地球科学との関連（奥村，2000）
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図 1-1．地殻変動の時間スケールと地球科学との関連
奥村（2000）を一部改変．
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を明らかにする．地形や地質から長期間の地殻変動量を読み取る試みは古くから行われ，

白亜紀末から新第三紀ごろまでの準平原化（太田ほか，2010）により形成された侵食小

起伏面の高度に基づいて，第三紀末から第四紀初頭以降の地殻変動量が推定されている

（第四紀地殻変動研究グループ，1968）．しかし，侵食小起伏面の形成過程や形成年代

が不確定であるため（池田，1990），侵食小起伏面に基づく地殻変動量を用いての定量

的な議論（地域間の比較や速度へ換算して異なるデータと比較することなど）は難しい．

また 106年スケールの地殻変動を対象とする場合，過去数百万年間に日本におけるテク

トニクスが大きく変化していることを考慮する必要がある．東北日本では 4 Ma（Ma：

106 年前）以降にテクトニックインバージョンにより中新世に形成された正断層が逆断

層として再活動し（Sato，1994），西南日本では 3-4 Ma 頃にフィリピン海プレートが斜

め沈み込みを開始し（Kimura et al., 2005；高橋，2006），1 Ma 以降に近畿地方の活断

層が活動を開始している（Ikebe and Huzita，1966）．また活断層の累積変位量は，第

四紀（現在の定義では約 2.6 Ma から現在）の間の変位で説明できることから，日本の

活断層の多くは第四紀以降に活動を開始したと考えられている（松田・岡田，1968；松

田ほか，2004）．これらのことから，侵食小起伏面のように形成時期が 1 Ma よりも古い

と考えられる変位基準を用いる場合は，形成当時から現在まで同様のテクトニクスのも

とにあったと仮定することには問題があり，単純に 105年より短い期間の地殻変動と比

較することができない．  

	
 一方，1 Ma 以降のテクトニクスは現在と同様であったと仮定することができ，104-105

年スケールの地殻変動を定量的に議論する際には過去の海水準を示す指標（海成段丘や

海成層）が注目されてきた．特に海成段丘に関する研究は，氷河性海水準変動の確立（図

1-2）（Chappell, 1974，1994 など）やテフロクロノロジー（火山灰編年学）の導入によ

り発展し，最終間氷期である Marine Isotope Stage（酸素同位体ステージ：以下，MIS

と略称）5e（図 1-2）の海成段丘の分布と旧汀線の高度から，日本の過去約 10 万年間の

隆起量が各地域で求められている（Ota and Omura，1991；小池・町田，2001）．MIS

は，奇数が温暖期・高海面期，偶数が寒冷期・低海面期を示し，いくつかの MIS は MIS 

5e のようにさらに細分されている（図 1-2）．太田ほか（1976）や今泉（1977）は，東

北地方の日本海側で海成段丘の変形量から，観測された一回の地震による変形量を差し

引くことで広域的な隆起の見積もりを試みている．松田・今泉（1988）はこの広域的な

隆起を底上げ的隆起運動と呼んだが，このような変形は島弧規模のテクトニクスを考え

る上で重要であると考えられる．一方，過去の海進期に堆積した海成層は臨海部のボー

リング調査などで確認されており，海成段丘同様に，氷河性海水準変動の確立やテフロ

クロノロジーの発展により堆積年代や形成過程が明らかにされている．大阪湾や濃尾平
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図 1-2．海水準変動と酸素同位体ステージの関係
Chappell（1994）を一部改変．

4



 

  

野の地下では，間氷期の海成層と氷期の河成層の互層が確認されており（吉川・三田村，

1999；須貝ほか，1999），これらの地域が第四紀を通じて沈降していることが明らかと

なっている．しかしながら，過去の海水準を示す指標である海成段丘や海成層を用いた

場合，その情報が臨海部に限られてしまい，同期間における内陸部での地殻変動は不明

のままであった．そこで吉山・柳田（1995）は，従来の段丘形成モデル（図 1-3：貝塚，

1969）を参考に，河成段丘に基づく地殻の隆起量の推定法を確立した（図 1-4）．この方

法は，各氷期・各間氷期における河川の縦断面形が相似形であったとの仮定に基づくも

のである．この仮定が成立する河川では，同様の気候条件・侵食基準面高度の時期（例

えば，MIS 1（現在）と MIS 5e，MIS 2 と MIS 6 など）に形成された段丘面の比高は，

その期間の隆起量を表すとされている．吉山・柳田（1995）は，読み取る地形面に応じ

て，TT 値：MIS 2 と MIS 6 の河成段丘面の比高，FS 値：MIS 5e の海成段丘面の旧汀

線高度（現在の海面との比高），FS’値：MIS 5e の河成段丘面と現河床との比高，BV 値：

MIS 5e の埋没谷底と現河床との比高，と区分している（図 1-4）．ちなみに田力・池田

（2005）は上記の値に加えて，TT’値：MIS 2 と MIS 6 の埋没段丘面の比高，を定義し

ている（図 1-4）．吉山・柳田（1995）では，TT 法（TT 値を用いる方法）と BV 法（BV

値を用いる方法）を日本の各河川に適用してクロスチェックを行い，問題点とその精度

を議論し，TT 法が現時点で最も確実性の高い方法であると結論づけている．この方法の

確立により臨海部から内陸部までの隆起量を海成・河成段丘を用いて明らかにすること

が可能になり，国内のいくつかの地域でこの手法が適用されてきた（田力・池田，2005；

幡谷，2006；田力ほか，2010）．  

	
 本研究では，現在と同様のテクトニクスと仮定することができる 105年スケールの地

殻変動を明らかにするために吉山・柳田（1995）の方法を用いる．この方法では，地殻

変動に関する情報が十分でない内陸部において，その変形量だけでなく，高密度に変形

量を読み取ることで変形パターンも明らかにすることができる．さらに 105年スケール

の地殻変動量の分布を広域に明らかにすることで，東北日本で確認されたような島弧規

模の長波長の変形を捉えることができる可能性がある．本研究では，内陸部の 105年ス

ケールの地殻変動量を明らかにすること，地殻の変形パターンを明らかにすること，島

弧規模の変形の有無を明らかにすることを目的とし，近江盆地から伊勢湾西岸地域を対

象に研究を行う．  

 

1 .3	
 研究地域  

	
 近江盆地や濃尾平野では，西傾動運動が 1 Ma 以降継続しており（桑原，1968；植村，

2001），また活動的な逆断層が両地域の西縁を画し，西南日本の中でも鉛直方向の変形
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図 1-3．気候変動・海水準変動に応じた段丘の形成モデル（貝塚，1969）
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図 1-3．気候変動・海水準変動に応じた段丘の形成モデル
貝塚（1969）を一部改変．
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が卓越する地域にあたる．さらに隆起側には段丘面が広く分布し，沈降側では地下地質

データが豊富であるため，内陸部の長期間の地殻変動量を広域で精度よく求めることが

可能な地域である．したがって，本研究では近江盆地から伊勢湾西岸地域を研究対象地

域とした（図 1-5）．  

	
 本研究地域を含む領域は近畿三角帯（図 1-5）と呼ばれ（Huzita，1962），古くから

そのテクトニクスが注目されてきた．その後に大阪層群，古琵琶湖層群，東海層群とい

った盆地・丘陵に分布する鮮新̶更新統の堆積物の研究が進み（ Ikebe et al., 1970；

Yokoyama, 1984；Takemura, 1985），近畿地方から東海地方にかけての山地・盆地の

形成過程や活断層の活動開始時期などが明らかにされてきた．また前述したように，臨

海部の地下に分布する海成層に基づき（吉川・三田村，1999；須貝ほか，1999），大阪

湾や濃尾平野は第四紀を通じて沈降してきたことが明らかになっている．段丘地形は，

近江盆地の湖西・湖東地域と伊勢湾西岸地域に広く分布し，断層の隆起側では断層活動

により段丘面が顕著に変形している（東郷，1971；太田・寒川，1984 など）．また，西

南日本の中で近畿地方の地形を中部地方や中国地方の地形と比較すると，活断層が密に

分布することや南北性の逆断層に画された山地・盆地の繰り返しが特徴として認められ

る（図 1-5）．また中部地方で逆断層が分布する木曽山脈や赤石山脈周辺の地形と比較す

ると，近畿地方では逆断層に画された山地よりも，その間に広がる盆地・低地（近江盆

地や大阪湾など）が広く発達していることがわかる．このように本研究地域は，第四紀

の変形が顕著な地域であり，全体的には盆地が卓越するような沈降傾向にあると考えら

れる．  

	
 一方，測地学の分野では，琵琶湖周辺の負のブーゲー異常が古くから指摘されている

（Yamamoto et al., 1986）．近年では，GPS 観測に基づき本研究地域は周辺よりも歪み

速度が大きい新潟̶神戸歪み集中帯の一部であると考えられている（Sagiya et al., 2000）．

地殻の上下変動については，水準測量（檀原，1971）や GPS 観測（村上・小沢，2004）

に基づき，過去 100-102年では本研究地域が沈降傾向にあることが明らかにされている．

しかし，これらの値は人間活動に伴う地盤沈下なども含むため，単純に永久変形とみな

すことはできない．地震学の分野では，沈み込むフィリピン海プレートの形状が明らか

になっており，伊勢湾から敦賀湾にかけて浅い尾根状のフィリピン海プレートのスラブ

形状が推定されている（三好・石橋，2004；弘瀬ほか，2007；Nakajima and Hasegawa, 

2007）．また，琵琶湖周辺の負のブーゲー異常は湖に堆積する低密度の堆積物では説明

できないこと（Yamamoto，1989）とこの重力異常から推定されるセンスとは逆に現在

も沈降し続けていることから，池田（1999）や Kudo and Yamaoka（2003）はこの地

域の地殻が強制的に下方へ押し下げられているとし，本研究地域を含む領域を沈降させ
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るモデルを提唱している．  

	
 このように近畿地方は，各研究分野の観察や観測事実から西南日本の中でも変形が顕

著で沈降傾向にある地域であると考えられる．また近畿地方の地殻変動は，山地・盆地

の繰り返しに見られる断層活動による変形とさらに広域の沈降現象との合成であると推

定される．したがって，105 年オーダーの地殻変動を定量的に明らかにし，そこから断

層起源の変形を除くことで広域の沈降現象による地殻変動を分離することが可能になる

と考えられる．  

 

1 .4	
 研究方法  

	
 本研究では，105 年オーダーの地殻変動量の分布を明らかにするために，吉山・柳田

（1995）の方法（図 1-4）を本研究地域に適用し，段丘地形および地下地質データに基

づき地殻変動量を求めた．この方法の適用条件としては，気候変動・海水準変動に対応

した段丘面が存在することと段丘面の形成年代が明らかであることが挙げられる．しか

し，本研究地域では段丘面の形成年代と形成過程が十分には明らかになっていないため，

テフラ分析を行い各地域の段丘面の形成年代と形成過程を推定した．  

	
 本研究で実施した具体的な作業および分析は，以下の 5 つに分けられる．1）段丘面

の分布や断層変位地形の把握，掘削地点の選定を行うための空中写真判読，2）段丘の連

続性の確認や地形面（段丘や現河床）の勾配の比較を行うための河床・段丘縦断面図の

作成，3）段丘構成層と被覆層の観察や試料の採取を行うための野外調査と掘削調査，4）

段丘面の形成年代を推定するためのテフラ分析，5）段丘面の標高と地下地質データから

の地殻変動量の読み取り．以下に各作業・分析について詳しく述べる．  

 

1 .4 .1	
 空中写真判読  

	
 空中写真を立体視することで段丘面の区分および断層変位地形の記載を行った．縮尺

10,000 分の 1 および縮尺 20,000 分の 1 の空中写真を用いて，分布，現河床からの比高，

開析度，勾配などの地形的特徴や段丘面の上下関係に基づき段丘面の区分を行った．本

研究では，各地域の段丘面をまず高位段丘面（H 面），中位段丘面（M 面），低位段丘面

（L 面）に区分し，段丘面の数や分布に基づきさらに細分した．L 面は，MIS 3 から MIS 

2 以降に形成されたと推定される段丘面である．段丘崖は明瞭で，開析をほとんど受け

ていない．段丘構成層はほとんど風化を受けておらず，被覆層は主に黒褐色土からなる．

M 面は，MIS 5 から MIS 3 の間に形成されたと推定される段丘面である．段丘崖は丸み

を帯び，段丘面は開析谷に刻まれている．一部の段丘構成層の基質は風化により黄褐色

を呈し，被覆層は 1 m ほどの黄褐色土と黒褐色土からなる．L 面との大きな違いは，被
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覆層として黄褐色土が分布するか否かである．H 面は，MIS 5 より前に形成されたと推

定される段丘面である．段丘崖は不明瞭で，著しく開析を受けているため，多くの場合

やせ尾根状の地形を呈し，丘陵や山麓部で頂面を占めている．段丘構成層中の砂岩，泥

岩，花崗岩などはクサリ礫化し，被覆層や段丘構成層中の基質は赤色化している．  

 

1 .4 .2	
 河床・段丘縦断面図の作成  

	
 河床・段丘縦断面図を作成する際には，国土地理院発行の 25,000 分の 1 地形図を主

に使用した．この地形図の等高線間隔は，平野部を除き 10 m である．本研究では，断

面を作成する河川をいくつかの直線で近似し，その測線に直交する方向に分布する段丘

面や現河床の標高を読み取った（図 1-6）．ただし，現河床の標高については，河川の幅

が広くなる下流部では正確に読み取る事ができるが，上流部では河川の幅が狭いため等

高線を正確に読み取る事が困難になる（図 1-6）．さらに上流部には，人工的なダムや護

岸の整備により等高線の読み取りができない地点も複数存在する．したがって，いくつ

かの河川では上流部に遷急点が存在するように見える場合があるが，それは等高線の読

み取りに起因する可能性がある．段丘面の標高の読み取りに関しては，分布域が狭い段

丘面の場合，段丘崖と段丘面の交点付近の等高線を読み取った．一方，分布域が広い段

丘面の場合，段丘面上で河川の流下方向と直交する等高線の標高を読み取った．読み取

った段丘面の標高は，地形図の精度に起因する誤差を含むが，比較的連続的に広く分布

する段丘であれば，読み取った標高の値は正確であると考えられる．  

 

1 .4 .3	
 野外調査と掘削調査  

	
 空中写真判読に基づく段丘面の区分を再検討するために，露頭では段丘構成層中のク

サリ礫の有無と段丘面を覆う被覆層の層相や風化の程度を記載した．ただし，露頭状況

の良い場所が少ないため，分布域の小さな H 面や L 面の一部では，十分な観察や記載を

行うことができなかった．被覆層を対象とした掘削調査に関しては，空中写真判読で選

定した用地でまずオーガー（（株）大起理化工業製）を用いて被覆層の確認を行い，その

後パーカッション採土器（（株）大起理化工業製）を用いて段丘面上で被覆層の掘削を行

った．パーカッション採土器を用いて掘削した深さは，最大で 3.6 m である．  

 

1 .4 .4	
 テフラ分析  

1 .4 .4 .1	
 テフラと段丘編年  

	
 本研究では，段丘面の形成年代を推定し広域で段丘面の対比を行うためにテフラを用

いた．テフラとは火山から噴出される固体物質の総称であり，火山灰，軽石，火砕流な
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どがテフラに含まれる（町田・新井，2003）．テフラは鍵層として重要であり，火山が

分布する地域では同時間面の指標として広く用いられてきた（日本，ニュージーランド，

アイスランドなど）．日本におけるテフラの同定に関しては，古くは岩石記載学的特徴や

火山ガラスおよび重鉱物の屈折率に基づき同定が行われていたが，現在ではそれに加え

て火山ガラスや鉱物の化学分析を行い同定の精度が向上している（長橋ほか，2004；

Suzuki，2008；Matsu’ura et al., 2011 など）．さらに屈折率測定や化学分析に基づいて

海底コア中のテフラを対象にテフラの同定作業が行われており，全地球的な気候変動・

海水準変動を示す MIS と日本周辺のテフラの噴出年代との関係が明らかになってきて

いる（Tada et al., 1999；青木・新井，2000；池原ほか，2006；Aoki, 2008）．そのた

め，テフラを用いることで陸域の地層や地形の形成年代と気候変動・海水準変動の関係

を明らかにすることができる．日本では，火山周辺での層序学的・岩石記載学的な調査

や遠地でのテフラの同定と給源の特定が進んだことにより，第四紀の主要な広域テフラ

の分布・年代・岩石記載学的特徴が明らかにされている（町田・新井，2003）．   

	
 第四紀後期の広域テフラは，段丘面の形成年代の推定や対比に用いられ，特に関東地

方では段丘面とそれを覆う関東ローム中のテフラの関係が明らかにされている（貝塚ほ

か，2000）．しかし，研究対象地域である近畿地方から東海地方にかけては，日本国内

でテフラの給源（火山）から最も離れた地域のひとつである．そのため，本研究地域で

は，関東ロームのように厚い被覆層は段丘面上に発達しておらず，被覆層中のテフラを

肉眼で確認することはできない．このような問題のため，本研究地域ではテフラを用い

た段丘の編年が進んでおらず，放射性炭素年代測定法の測定限界（約 50 ka）よりも古

い段丘の形成年代は不明のままである．そこで本研究では，肉眼で確認できないテフラ

層準を明らかにするために，段丘面を覆う被覆層を連続的に採取し分析を行った．この

分析は北陸地方の段丘を対象に適用され，その有効性が確かめられてきた（中村・金，

2004；中村，2005；松浦ほか，2007）．近畿地方では，関ヶ原地域（石村，2010）や琵

琶湖の西岸に位置する高島地域（垣内ほか，2010）の段丘を対象にこの分析方法が適用

されている．このテフラ分析を行うことで，テフラ起源物質である火山ガラスや重鉱物

の濃集帯を認定し，テフラ層準を推定することが可能になる．以下に具体的な作業手順

とテフラの対比および層準認定方法について述べる．  

 

1 .4 .4 .2	
 テフラ分析の手順  

	
 分析用試料は，パーカッション採土器による掘削試料を主に用いた．掘削試料から 5 

cm 間隔（一部は 10 cm 間隔）で約 100 g の試料を採取し，そのうち約 15 g をテフラ分

析に用いた．一部の試料は，露頭から試料採取を行った．分析の手順は石村（2010）に
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従い，試料の洗浄・画分を行った．この際，すべての試料に対して，含砂率（>3φと 3-4

φ）と含泥率（<4φ）の算出を行った．3-4φに篩った砂粒子をプレパラートに封入し，

偏光顕微鏡による観察を行った．偏光顕微鏡下の観察では，火山ガラス，β石英，重鉱

物（角閃石，斜方輝石，単斜輝石），プラントオパール，その他の粒子の数を数えた．本

研究では，無機的な砕屑粒子中におけるテフラ起源物質の含有率を求めるため，生物起

源（特に植物）の粒子（プラントオパールなど）を除いて火山ガラスの含有率を算出し

た（母数 400 粒子以上）．加えて，プレパラート 1 枚に含まれるβ石英の数を数え（母

数 2000 粒子以上），火山ガラス含有率同様に生物起源の粒子を除きβ石英の含有率を算

出した．火山ガラスの屈折率については，京都大学大学院理学研究科所有の温度変化型

屈折率測定装置 RIMS87，2000（（株）京都フィッション・トラック製）を用いて測定

した．一部試料については，土色計 SPAD-503（（株）コニカミノルタセンシング製）を

用いた試料の測色や京都大学人間・環境学研究科所有の Bartington Susceptometer 

MS2 を用いた初磁化率の測定を行った．初磁化率は 1 試料につき 5 回測定し，その平均

を算出し，重量当たりの初磁化率に換算した．粒度，色，初磁化率に関するデータは，

段丘構成層と被覆層を区別する際に役立った．  

 

1 .4 .4 .3	
 テフラの対比および層準の認定  

	
 テフラの同定と層準の認定に使用した指標は，火山ガラスの含有率，火山ガラスの屈

折率，β石英の含有率である．本研究で同定した広域テフラは，鬼界
き か い

アカホヤテフラ

（K-Ah）（7.3 ka，屈折率 n = 1.504-1.512），姶良
あ い ら

Tn テフラ（AT）（26~29 ka，屈折

率 n = 1.498-1.501），鬼界葛原
とずらはら

テフラ（K-Tz）（95 ka，屈折率 n = 1.496-1.500）であ

る．テフラの年代と火山ガラスの屈折率の値は，町田・新井（2003）による．本研究で

は，上記 3 つのテフラを同定する事ができたが，実際にはさらに多くのテフラが本研究

地域に降灰したことが琵琶湖の堆積物の研究によって明らかにされている（長橋ほか，

2004 など）．長橋ほか（2004）は，琵琶湖高島沖コア中に阿蘇 4 テフラ（Aso-4：85-90 

ka），三瓶池田テフラ（SI：50 ka），三瓶浮布
うきぬの

テフラ（SUk：20-21 ka），鬱陵隠岐
うつりょうおき

テフ

ラ（U-Oki：10.7 ka），天城カワゴ平テフラ（Kg：3.1 ka）などを報告しており（年代

値は町田・新井（2003）による），K-Tz 降灰以降にも複数のテフラが本研究地域に降灰

したことは明らかである．しかし，本研究では，琵琶湖の湖底堆積物のようなテフラの

保存状態が良い試料ではなく，酸化環境にある被覆層を対象としているため，古いテフ

ラ（例えば，Aso-4）の火山ガラスや重鉱物は風化により失われ，被覆層中でテフラ層

準を確認することはできなかった．また，被覆層は生物や人為による撹乱を受けるため，

降灰量が K-Ah や AT に比べて少ないテフラ（例えば，SUk や Kg）の層準を認定するこ

14



 

  

とはできなかった．以下では，K-Ah，AT，K-Tz 層準の認定方法について述べる．  

	
 K-Tz 層準には，風化により火山ガラスがほとんど含まれていないため，K-Tz に特徴

的に含まれるβ石英を指標とした．研究地域の被覆層に含まれるβ石英の含有率は，既

存研究である関ヶ原地域（石村，2010）や高島地域（垣内ほか，2010）と同様に千分率

で示し，そのピークを K-Tz層準と認定した．K-Ah層準と AT層準に関しては，石村（2010）

や垣内ほか（2010）の結果と同様に，両者の火山ガラスが同一層準中に混在しているた

め，火山ガラスの屈折率の違いを利用して求めた AT/K-Ah 比（石村，2010）の変化に

基づき K-Ah と AT の層準を認定した．AT/K-Ah 比については，石村（2010）に従い，

火山ガラスの屈折率と形態に基づき K-Ah と AT とその他の 3 つに分類し，それらの割

合を求めた．屈折率が 1.503 よりも高い火山ガラスを K-Ah，屈折率が 1.503 よりも低

い火山ガラスを AT として数を数えた．また，K-Ah と AT 起源の火山ガラス（バブル型）

とは異なる形態（軽石型もしくは急冷破砕型）を呈し，1.503 前後の屈折率を示す火山

ガラスを K-Ah と AT 以外のテフラ起源の火山ガラスと判断し，その他と分類した．AT

降灰後に形成された段丘面上の被覆層では，火山ガラス含有率のピークが 5-10%前後で

あり，ほぼ K-Ah の火山ガラスで構成される層準を K-Ah 層準と認定した．一方，AT 降

灰前に形成された段丘面上の被覆層中では，K-Ah と AT 火山ガラスが上下に分散してい

る．そのため，AT/K-Ah 比で AT の割合が大きく，火山ガラス含有率が高い部分を AT

層準とし，その上方で火山ガラス含有率と K-Ah の割合が大きくなる部分を K-Ah 層準

と認定した．ただし，地域や掘削地点ごとに被覆層の状態（生物や人為による撹乱の程

度や構成物質の粒度）が異なるため，被覆層の状態に応じてテフラ層準を認定した．  

	
 図 1-7 に異なる地域・形成年代の段丘を覆う被覆層のテフラ分析結果（Ishimura and 

Kakiuchi，2011）を示す．示した地域は，琵琶湖の西側に位置する高島地域，琵琶湖の

東側に位置する関ヶ原地域，伊勢湾の西側に位置する員弁地域である．段丘の形成年代

に関しては，左が MIS 5，中央が MIS 4，右が MIS 2 に形成されたと推定された段丘で

ある．地域ごとに比較すると，火山ガラス含有率は高島地域では 20-30%と高く，関ヶ

原・員弁地域では 10-20%と低い（図 1-7）．他の掘削試料でも同様の傾向が確認され，

地域ごとに火山ガラス含有率のピークの値が異なる．β石英含有率も同様に員弁地域で

低い値を示す．本研究では，このような地域によるテフラ起源物質の含有率の違いは，

分析試料中における砂粒子（特に顕微鏡観察で用いる 3-4φの砂粒子）の量の違いが要

因であると判断した．実際に被覆層の 3-4φの砂粒子は，高島地域，関ヶ原地域，員弁

地域の順で多くなる．また本研究地域に降灰した K-Ah や AT の層厚は，ほぼ同様（町

田・新井，2003）であったと考えられる．このようにテフラの降灰量に差がなく，被覆

層を構成する砂粒子が地域によって異なる場合，被覆層の粒度によって見かけのテフラ
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Ishimura and Kakiuchi（2011）を一部改変．
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起源物質の含有率が異なることが予想される．地域ごとの被覆層の具体的な含砂率の値

については，第 2 章と第 3 章で述べる．また，AT/K-Ah 比からは，K-Ah の比率が小さ

い層準や K-Ah 起源のガラスが上下に大きく分散している様子が確認される（図 1-7）．

このような場合，人工改変により明らかに K-Ah 層準が失われている場合を除き，AT 層

準との層位関係や火山ガラス含有率などに基づき K-Ah 層準を認定した．ただし，この

ような場合は確実度が低いため，本研究では破線で層準を示す．  

 

1 .4 .5	
 地殻変動量の読み取り  

	
 段丘面の形成年代と形成過程を推定した後に，吉山・柳田（1995）に従い特定の段丘

面の標高から隆起量を読み取った．河床・段丘縦断面図では，断面図を作成する測線や

段丘の標高の投影方法によって段丘や現河床との比高に誤差が生じる可能性がある．そ

のため，読み取りの際には特定の段丘が共に分布する地点で，地形図から上位の段丘と

下位の段丘の標高を読み取った．段丘面の標高の読み取りには，河床・段丘縦断面図作

成の際に用いた国土地理院発行の 25,000 分の 1 地形図よりも大縮尺である各市町発行

の 2,500 分の 1 地形図もしくは国土地理院発行の 5,000 分の 1 地形図を用いた．等高線

間隔は，それぞれ 2 m と 5 m であるため，読み取り誤差は±2 m，±5 m となる．沈降

量については，ボーリング調査に基づく地下地質データ（建設省ほか，1962；桑原，1985

など）から読み取った（図 1-8）．地下地質データの読み取り誤差は，±5 m 以下である．  

 

	
 本論文は 5 つの章により構成される．本章（第 1 章）はイントロダクションである．

第 2 章では，従来の段丘形成モデル（図 1-2）と同様に気候変動・海水準変動が段丘形

成に影響を与えていると考えられる伊勢湾西岸地域を対象とし，段丘面の区分とテフラ

分析を行い，段丘の形成年代とその形成過程を推定する．第 3 章では，海水準変動の影

響を直接受けない近江盆地周辺を対象とし，段丘面の区分とテフラ分析を行い，段丘の

形成年代とその形成過程を推定する．これらの結果に基づき，第 4 章では本研究地域の

段丘形成過程のまとめと地殻変動量の推定を行う．第 5 章では，全体のまとめと今後の

展望について述べる．  

  

17



Ministry of Construction et al. (1962)

Kuwahara (1962)

First Gravel Bed

Second Gravel Bed

First Gravel Bed

Second Gravel Bed

図 1-8．沈降量の読み取りに使用した地下地質データ（建設省ほか，1962；桑原，1985）
建設省ほか（1962）の柱状図からは，±1 mの精度で深度を読み取る事が可能．桑原（1985）の柱状図では，

深度の目盛りを十分割し（一目盛り 5 m），深度を読み取った．
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